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1．世界的な気候変動の影響の増加

近年の気象災害は日本でもそうでもあるように世
界でも災害事象が大きく報じられてきている．例え
ば，アメリカでは NOAA の報告書 1）には 2021 年
における多くの異常気象イベントがあげられてい
る．特に近年毎年のように報告されるようになって
いる大規模な森林火災は，カリフォルニア州の 8 月
の火災をはじめ西海岸からコロラド州まで広い範囲
で広がっている．カリフォルニアの 8 月の火災はこ
の州のこれまでの 2 番目の規模と報じられており，
この時 96 万エーカーの森林地域が燃えたとされて
いる．これによりおよそ千件の建物の被害や住民の
避難を余儀なくされた．また森林の劣化はもとより
大気中の粒子状物質 PM，NOx，CO など大気の質
に関わる影響が周辺にもたらされている．コロラド
州での 12 月の火災規模自体は大きくなかったもの
の，Boulder の住宅地を含む地域を火災に飲み込み，
その被害は大きなものとなったと言われている．こ
れらの背景になっているアメリカでの高温や夏以降
の干ばつは森林火災の発生や規模をこれまで以上に

拡大する大きな要因となっている．
　高温の記録も各州で塗り替えられており，例えば，
ワシントン州やカナダ西海岸での高温が 2021 年の
6 月に記録されている．カナダの記録はまさに驚く
べき記録であり，温暖化の影響を強く意識させるイ
ベントとなった．バンクーバーから 260㎞北東には
なれた Lytton においては 2 日続けて過去の記録が
塗り替えられ 49.6 度という記録が 84 年前の記録に
最終的に置き換わる気温となった 2）．この気温は平
年値より 24 度高いものと報じられている．
　一方この 6 月，東海岸では，ハリケーン「アイー
ダ」による豪雨がニューヨーク州ならびにニュー
ジャージー州に襲いかかり，洪水により多くの道が
冠水し多数の死者が出たこと報じられた他，ニュー
ヨークのブルックリン区の地下鉄の駅に雨水が滝の
ように侵入するという衝撃的な光景が TV に映し出
されていた．
　さらに，言えば年末も近づいた 12 月の寒いタイ
ミングで起こった南部と西部の 6 州で起こった巨大
な竜巻群は多くの衝撃的な被害を残した．米国大気
海洋庁（NOAA）の観測報告には図 2 のような多
数の竜巻が観測されている 3）．12 月の気温が高温で
あったことに対して急激な寒気が入ることによって
起こった巨大竜巻群の発生は，やはり気候変動が極
端現象を引き起こす背景にあるのとの見方もある．
しかし，これらのイベントが気候変動とどのように
関わっているかを定量的に評価するにはまだ研究が
必要とされている．
　異常気象はもちろんアメリカばかりではなく，ア
ジアでも 2021 年 6 月 20 日に中国の鄭州市での降水
量は平年時間雨量 201.9mm という中国全土の最高
値を記録した 4）ことに象徴されるように，中国の
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図 1　NOAA が報告した 2021 年の異常気象イベント 1）
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2019） （WMO-No. 1267）5）によると，近年の気候変
化をもとにした災害被害の統計を見ると，死者数は
下がってはいるものの，その内容はより高温に関わ
る内容に変わってきているし，災害数自体は増加し
ていることを示している．損失額自体は災害の増加
とともに増加していることが示されている．（図 3）
　IPCC の第 6 回評価報告書（AR6）では，社会経
済シナリオを加味した，将来のあり得るシナリオ
を提示しているが，そのいずれも 2040 年付近です
でに 1.5~2 度 C の気温上昇になることを示してい
る．従って，この現在も変化が見られている気候
に対してどのように対処していくかという「適応」
という対策の重要性が COP の中でも強く議論され
るようになっている．パリ協定では2度Cないし1.5
度を目標に温室効果ガス削減策を議論しているが，
うまくいかないとそれを超えてくる可能性がある
が，もしそうなった場合の起こってくる影響の範
囲や強度は大きく，またグローバルに影響が進ん
だ場合の対処方法は非常に困難になると言われて
いる．

2．国内の気候変動適応に対する動き

　国内の気候変動の影響は気象災害の頻発化に代表
されるように危機感が増してきているが，これに対
して適応する動きも徐々に進んでいる．日本での温
暖化対策に係る法律は 1998 年に制定され京都議定
書に代表される温室効果ガス削減に係る枠組みを最
初に作って来た（図 5）．さらに，世界の情勢を見
ながら 2018 年には気候変動への適応を進めるため
の法律「気候変動適応法」が制定され，国としてど
のように適応を進めるかを法律によって定めた．図
6 に示した第一章総則の中の目的 7） をみると，
IPCC の気候変動の定義が温室効果ガス排出による
という人為起源の原因で起ることとして述べられて
いるに対して，この法律はそれ以外の要因からの気

洪水による被害が多く発生し，その経済損失 177 憶
US ＄と報じられている 4）．この WMO の報告書の
まとめによると，世界の気温の上昇傾向に加え，氷
河の体積の減少や海面水位の上昇が近年に向けて加
速している傾向も示されている．
　WMO Atlas of Mortality and Economic Losses 
from Weather, Climate and Water Extremes （1970–

図 2　 2021 年 12 月 10 日午後 11 時 46 分 CST で撮影され
た NOAA の GOES-16 衛星からのビュー．米国中南
部ので竜巻が発生し，NOAA 国家気象局（NWS）
は 12 月 18 日時点で 61 の竜巻を確認し，そのいくつ
かは長い軌跡をもつ 3）．

図 3　 気象災害による被害の 10 年ごとのまとめ 5） 
（a）災害件数，（b）気象災害による死者数，（c）災
害による経済的損失

図 4　 IPCC 第 6 次評価報告書 SPM における気温変化シナ
リオ（図 SPM.8）6）
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れ 8, 9），各分野での各種影響の評価が行われている．
ここでは，7 分野（農業・林業・水産業，水環境・
水資源，自然生態系，自然災害・沿岸域，健康，産
業・経済活動，国民生活・都市生活）においてそれ
ぞれの影響の重大性，緊急性，確信度を最新の科学
的情報から評価しなおしている．中には新しい項目
も追加されている，例えば農業分野では，食料自給，
水産業では沿岸域・内水面漁場環境等，自然生態系
では生態系サービス，健康分野では温暖化と大気汚
染の複合影響，脆弱性の高い集団への影響，商業で
は小売業，観光では自然資源を利用したレジャーと
いうものが追加された．また，重大性においては，
2 種のシナリオ（RCP2.6/RCP8.5）に対応した評価
が行われた．
　今回の評価においては，より重大性や緊急性が増
加したものが多くあり，野菜や畜産や陸域生態系，
強風，水系食品関連感染症，節足動物媒介感染症へ
の緊急性や重大性が増大した．また，産業において
は建設業，国民生活としては生物季節や伝統行事へ
の影響も緊急性が強くなった．
　確信度は科学的知見の集積度を示す指標である
が，自然災害の河川，沿岸，山地への気候変動影響
の確信度は高い．しかし，まだまだ将来に向けて，
研究活動の集積は必要であるものが多い．たくさん
知見があっても，それぞれの結論が一致していない
場合も確信度が低いとされるために，多くの評価は
中程度である．一方，自然環境の里山生態系，野生
鳥獣，淡水生態系，海洋生態系などは確信度が低い．
その他，感染症なども今後の研究に期待されている．
　また，これらの分野間の影響の連鎖というものに
今回の報告書では注目されている．自然環境が悪化
することで，災害の発生が増加したり，産業の業績
が悪化したりするなど，またはその逆など互いに分

候変動もそれに加えている点が特徴としてあげられ
る．当然，気候変動は両者が重なり合いながら起こ
る現象であり，個々の気象災害等を区別して対策す
ることはできない．
　この法律では国や地方自治体，さらには事業者や
個人の適応策に対する責務を記述しながら，影響・
適応に関する科学的，技術的情報の収集，整理，分
析などの重要性が示されている．そのため，国立環
境研究所では，気候変動適応センターを新たに設置
し，各種情報の収集ならびにその情報をステークホ
ルダーに届ける任務を負っている（図 7）．ここで
必要な情報は気候変動影響に関わる情報や適応策に
関する科学・技術的情報ということになるが，その
ため各種の研究機関や地方自治体が設置している地
域気候変動適応センター（「地域センター」と呼ぶ）
との協力体制構築が非常に重要になってきている．

3．日本における気候変動影響の評価

　日本の気候変動影響に関しては「気候変動影響報
告書」が刊行されているが，昨年度 2 回目が作成さ

図 6　気候変動適応法の第一条（目的）7） 図 7　気候変動適応センターの位置づけ

図 5　これまでの日本における気候変動対策の動き
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味無限に広がった分野と言えるものである．また研
究の内容は実践的なものとつながっており，適応策
を考えると現場ニーズとも密接に結びついたもので
あろうと考えられる．そのため，研究機関同士の連
携や研究機関と現場との連携が新たな研究テーマを
作り，現場の課題対応型の研究を推進するための
キーとなると考えられる．
　気候変動適応センターでは，気候変動に関連する
国の研究機関の連携を進めるべく，「気候変動適応
に関する研究機関連絡会議」を立ち上げた 10）．こ
れは，呼びかけに応じた国の研究機関（国立研究開
発法人を含む 21 機関）が，気候変動に関して情報
交換を行っている会議であるが，その下で研究会と
いうものを実務者が運営している．研究会は，主に
研究者同士が情報交換を行う場所であり，これまで
は，各機関での研究活動紹介を主軸に発表をお願い
してきたが，今年からさらに具体的な研究課題ごと
の情報交換を行うべく，分科会形式の会合を開催す
る．今回からさらに現場の担当者や研究者を交えて，
どのようなことが現場での問題になっているかなど
を踏まえつつ今後の研究の方向などを議論していた
だくこととなっている．国の施策の連携は環境大臣
を議長とした気候変動適応推進会議というものが設
置されているが，こちらの連絡会議は研究側の連携
母体であると考えることができる．
　さらに，地方自治体においては個々に適応計画の

野間での関連によって影響や被害が拡大することな
どが懸念される．従って，科学的に各分野ごとの研
究は重要でありながら，さらにそれが関連する分野
も含んだ複合領域の研究が現場の状況に合わせて必
要になっていくと思われる．

4．研究の連携の枠組みの形成

　ここまで，気候変動の影響・適応の分野の状況を
簡単に見てきたように，この影響適応研究はある意

図 8　 気候変動影響報告書（総説）よる各分野の評価のまとめ 8） 
（https://www.env.go.jp/press/files/jp/115261.pdf）

図 9　気候変動適応に関する研究機関連絡会議の組織化 10）
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from Weather, Climate and Water Extremes

（1970–2019） （WMO-No. 1267）
6） 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6

次評価報告書，第 1 作業部会報告書（自然科
学的根拠）政策決定者向け要約（SPM）の概
要（ヘッドライン・ステートメント）http://www.
env.go.jp/press/109850/116628.pdf
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10） 気候変動に関する研究機関連絡会議（第 1 回）
https://adaptation-platform.nies.go.jp/plan/
i n s t i t u t e / l i a i s o n _ m e e t i n g / r e p o r t /
renrakukaigi_001.html

11） 地域気候変動適応計画一覧　https://adaptation-
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策定数が順調に増加しており 11），さらに適応情報
などを集約する地域センターは徐々にその数を増や
している 12）．現在 44 の地域センターと気候変動適
応センターとの連携は進んできている（図 9）．こ
れらの地方自治体の現場の研究機関のニーズと上記
の連絡会議に参加の国の研究機関のシーズをうまく
マッチングすることができれば，より効果的な研究
活動がいろいろの場面で展開されることが期待され
る．

5．まとめ

　ここでは，気候変動の顕在化が日本だけではなく
グローバルに広がっていることを再認識するととも
に，それに対応する影響予測や適応研究の充実の重
要性を現在の影響報告書の評価を見ながら確認して
きた．日本では，気候変動適応法ができたことによ
り，気候変動適応センターや地域センターの設立が
動き出し，自治体の適応計画なども進み始めたとこ
ろである．これに対して，各研究機関や大学での気
候変動研究が現場のニーズと共に発展してくことが
期待されており，各種の連携が始まるための枠組み
を作っていることを紹介した．
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